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この資料のねらい
この資料は，下請法を初めて勉強する方を対象とするものであり，

・下請法の適用範囲

・下請法で定められている親事業者の義務及び禁止行為

などを中心に説明する資料です。

また，親事業者の禁止行為と類似している優越的地位の濫用規
制及び物流特殊指定の概要についても簡単に説明します。
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知って守って下請法

～豊富な事例で実務に
役立つ～

下請取引適正化推
進講習会テキスト

優越的地位の濫用
～知っておきたい取

引ルール～

物流特殊指定

知っておきたい「物流
分野の取引ルール」

さらなる理解を深めるために
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この資料の内容は，以下のパンフレットの内容を基に作成しています。

さらなる理解を深めるためには，各種パンフレットを公正取引委員会ウェブ

サイトよりダウンロードいただき，参考にしてください。

掲載URL トップページ＞報道発表・広報活動＞各種パンフレット

https://www.jftc.go.jp/houdou/panfu.html



目次１

・下請法とは

・下請法の適用対象

・優越的地位の濫用規制の概要（独占禁止法）

・物流特殊指定の概要（独占禁止法）
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目次２

・親事業者の義務

・親事業者の禁止行為

・勧告，罰則等について

・理解度テスト

・相談窓口について
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下請法とは
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正式名称は 「下請代金支払遅延等防止法」（昭和３１年制定）

「この法律は，下請代金の支払遅延等を防止することによつて，親事業者の

下請事業者に対する取引を公正ならしめるとともに，下請事業者の利益を保

護し，もつて国民経済の健全な発達に寄与すること」 を目的としている

・下請取引の公正化

・下請事業者の利益保護



下請法と独占禁止法との関係
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下請法は，独占禁止法を補完する法律として制定

独占禁止法（優越的地位の濫用）による規制は，個別の認
定（行為者の取引上の地位が優越しているのか，行為に
よって不当に不利益を与えたのか等）に相当の期間を要す
る。

そこで，下請法は，規制対象に当てはまる取引の発注者
（親事業者）を「優越的地位にある」ものとして取り扱い，下
請取引に係る親事業者の不当な行為を迅速かつ効果的に
規制し，下請事業者の利益保護を図るものである。



下請法で用いる用語の定義
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（以降は，この用語を用います。）

用語 定義

親事業者 下請取引を発注する立場の事業者

下請事業者 下請取引を受注する立場の事業者

業として 事業者が，ある行為を反復継続的に行っており，社会
通念上，業務の遂行とみることができる場合

委託 親事業者が下請事業者に対し，規格，品質，性能等を
指定して依頼すること

下請代金 親事業者が下請事業者に支払う製造委託等の代金



下請法の適用対象
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下請法は，事業者同士が行う全ての取引に適用されるもので
はなく，

の２つの条件に合致すれば適用されます。

（出典：「知って守って下請法」２頁）
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取引の内容と資本金区分をまとめると以下のとおりです。

次頁から詳しく説明します。

（出典：「知って守って下請法」１頁）
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下請法の規制対象となる取引は，「製造委託」，「修理委託」，
「情報成果物作成委託」，「役務提供委託」の４つに大別されま
す。

（出典：「知って守って下請法」２頁）



11（出典：「知って守って下請法」２頁）

次頁から，「製造委託」，「修理委託」，「情報成果物作成委託」，
「役務提供委託」についてそれぞれ説明します。
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製造委託【類型１】

物品の販売を行っている事業者が，その物品や部品などの製
造を他の事業者に委託する場合

親事業者
（業として販売）

下請事業者

③販売 ②納入

①委託

（出典：「知って守って下請法」３頁）

この部分が下請取引
例：自動車メーカーが，自動車の部品の
製造を部品メーカーに委託

製造委託には，４つのタイプ（類型１～類型４）があります。

製造委託について
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製造委託【類型２】

物品の製造を請け負っている事業者が，その物品や部品など
の製造を他の事業者に委託する場合

親事業者
（業として製造を請

け負う）

下請事業者

④納入 ③納入

（出典：「知って守って下請法」３頁）

この部分が下請取引

①発注 ②委託

例：精密機械メーカーが，受注生産する
精密機械に用いる部品の製造を部品
メーカーに委託

製造委託について



14

製造委託【類型３】

物品の修理を請け負っている事業者が，その物品の修理に必
要な部品又は原材料の製造を他の事業者に委託する場合

親事業者
（業として修理を委託
される場合又は自社
工場の機械等を自ら
修理する場合）

下請事業者

修理品納入 ②納入

（出典：「知って守って下請法」３頁）

この部分が下請取引

修理発注 ①委託

例：家電メーカーが，販売した製品の修
理用部品の製造を部品メーカーに委託

製造委託について
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製造委託【類型４】

自社で使用・消費する物品を自社で製造している事業者が，そ
の物品や部品などの製造を他の事業者に委託する場合

親事業者
（自社で使用・消費す
る物品を業として製

造）

下請事業者

②納入

（出典：「知って守って下請法」４頁）

この部分が下請取引

①委託

例：自社工場で使用する工具を自社で
製造している工作機器メーカーが，一部
の工具の製造を他の工作機械メーカー
に委託

製造委託について
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※ 修理とは，元来の機能を失った物品に一定の工作を加えて元来の機能を回復させることを

いいます。

修理委託【類型１】

物品の修理を業として請け負っている事業者が，修理行為の
全部又は一部を他の事業者に委託する場合

親事業者
（業として修理を請

け負う）

下請事業者

④修理品納入 ③修理品納入

この部分が下請取引

①修理発注
②全部又は
一部を委託

（出典：「知って守って下請法」４頁）

例：自動車販売業者が，請け負った自動
車の修理作業を修理業者に委託

修理委託には，２つのタイプ（類型１，類型２）があります。

修理委託について
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修理委託【類型２】

自社で使用する物品を自社で修理している事業者が，その物
品の修理行為の一部を他の事業者に委託する場合

下請事業者

②修理品納入

この部分が下請取引

①一部を委託

親事業者
（自社で使用する物品
を業として修理）

（出典：「知って守って下請法」４頁）

例：自社工場の設備等を自社で修理して
いる工業用機械メーカーが，その設備の
修理作業を修理業者に委託

修理委託について



情報成果物とは，次のものをいいます。

18（出典：「知って守って下請法」２頁，「令和２年１１月下請取引適正化推進講習会テキスト」１０頁）

また，情報成果物には，物品等の附属品（例：家電製品の取扱説明書の内容），内蔵

部品（例：家電製品の制御プログラム），物品の設計・デザインに係わる作成物全般（例：

ペットボトルの形のデザイン，半導体の設計図）も含まれます。

（出典：「知って守って下請法」５頁）

情報成果物作成委託について

●プログラム（例：TVゲームソフト，会計ソフトなど）

●映画，放送番組その他影像又は音声その他の音響により構成されるもの（例：アニメーションな

ど）

●文字，図形若しくは記号若しくはこれらの結合又はこれらと色彩との結合により構成されるもの

（例：設計図，ポスターのデザインなど）
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情報成果物を業として提供している事業者が，その情報成果
物の作成の行為の全部又は一部を他の事業者に委託する場合

（出典：「知って守って下請法」５頁）

情報成果物作成委託【類型１】

親事業者
（業として提供）

下請事業者

③提供（販売） ②納入

この部分が下請取引

①委託

例：ソフトウェアメーカーが，ゲームソフト
や汎用アプリケーションソフトの開発をソ
フトウェアメーカーに委託

情報成果物作成委託には，３つのタイプ（類型１～類型３）があります。

情報成果物作成委託について



20

情報成果物の作成を業として請け負っている事業者が，その
情報成果物の作成の行為の全部又は一部を他の事業者に委
託する場合

（出典：「知って守って下請法」５頁）

情報成果物作成委託【類型２】

親事業者
（業として作成を請

け負う）

下請事業者

④納入 ③納入

この部分が下請取引

①発注 ②委託

例：広告会社が，クライアントから受注し
たCMの作成をCM制作会社に委託

情報成果物作成委託について



21（出典：「知って守って下請法」６頁）

情報成果物作成委託【類型３】

自社で使用する情報成果物を自社で作成している事業者が，
その作成の行為の全部又は一部を他の事業者に委託する場合

②納入

この部分が下請取引

①委託

例：家電メーカーが，内部システム部門
で作成する自社用経理ソフトの作成の
一部をソフトウェアメーカーに委託

親事業者
（自社で使用する情報成果物（会計ソフト，HPな

ど）を業として作成）

下請事業者

情報成果物作成委託について
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親事業者
（業として役務の提
供を請け負う）

下請事業者

③役務（サービス）の提供

①発注 ②委託

この部分が下請取引

役務の提供を業として行っている事業者が，その提供の行為
の全部又は一部を他の事業者に委託する場合

（出典：「知って守って下請法」６頁）

例：貨物自動車運送業者が，請け負った
貨物運送のうち一部を他の運送事業者
に委託

役務提供委託について

役務提供委託の類型は１つのみです。

【役務提供委託】



・ 下請法では，建設業法に規定される建設業を営む者が業
として請け負う建設工事は対象となりません。

・ これは，建設工事の下請負については，建設業法において
下請法と類似の規定が置かれており，下請事業者の保護が
別途図られているためです。
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役務提供委託については注意点が２つあります。

（出典：「知って守って下請法」６頁）

①建設工事は下請法の適用対象外

・ 役務提供委託として規制される役務とは，委託事業者が他
者に提供する役務のことであり，委託事業者が自ら利用する
役務は含まれません。

②自ら利用する役務（自家利用役務）は下請法の適用対象外

役務提供委託について



24（出典：「知って守って下請法」６頁）

例： 荷主から貨物運送の委託のみを請け負っており，貨物の梱包作業の委託は

請け負っていないが，自らの運送作業に必要なために梱包作業を他の事業者に

委託する場合

この部分が下請取引

親事業者
（業として役務の提供

を請け負う）

下請事業者

③役務（サービス）の提供

②運送業務の
再委託

①運送業務の
委託

自ら利用する役務の委託は自家利用役務であり下請取引ではない。

自ら利用する役務（自家利用役務）とは

役務提供委託について

梱包作業の委託
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下請法では，取引を委託する事業者と受注する事業者の資
本金によって「親事業者」，「下請事業者」を定義しています。

（出典：「知って守って下請法」７頁）

取引の内容により定義する

資本金区分は異なります。

次頁から詳しく説明します。

資本金区分について

取引の内容に応じて規定されている資本金区分に該当す
る場合，その取引は下請取引となります。
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「製造委託」，「修理委託」， 「情報成果物作成委託の一部（※）」，
「役務提供委託の一部（※）」の場合は以下の２通りとなります。

（出典：「知って守って下請法」７頁）

（※）プログラムの作成，運送，物品の倉庫保管及び情報処理に係るもの

資本金区分について
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「情報成果物作成委託（※）」，「役務提供委託（※）」の場合は以
下の２通りとなります。

（出典：「知って守って下請法」７頁）

（※）プログラムの作成，運送，物品の倉庫保管及び情報処理に係るものを除く

資本金区分について
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下請法の適用対象となる取引は，取引の内容と資本金区分
の両方の条件を満たすもの。

（出典：「知って守って下請法」２頁及び７頁）

下請法の適用対象（まとめ）



取引上優越した地位にある事業者が，取引の相手方に対し，協賛金負

担や従業員派遣などをさせることにより，正常な商慣習に照らして不当に

不利益を与えることを禁止しています。

優越的地位の濫用規制の概要

29

優越的地位の濫用規制とは

（出典：「知って守って下請法」２３頁）



優越的地位の濫用規制の概要

30（出典：「知って守って下請法」２３頁，「優越的地位の濫用～知っておきたい取引ルール～」５頁から１５頁）

優越的地位

優越的地位の濫用に該当するかどうかは，３つの要素から判断されます。

正常な商慣習に
照らして不当に

濫用行為

以下の事項を総合的に考慮

① 取引の相手方の行為者に対する取引依存度

② 行為者の市場における地位

③ 取引の相手方にとっての取引先変更の可能性

④ その他行為者と取引することの必要性を示す具体的事実

公正な競争秩序の維持・促進の立場から是認されるものをいい，現に

存在する商慣習に合致しているからといって，直ちにその行為が正当化

されることにはなりません。

①購入・利用強制 ②協賛金等の負担の要請

③従業員等の派遣の要請 ④その他経済上の利益の提供の要請

⑤受領拒否 ⑥返品 ⑦支払遅延 ⑧減額

⑨取引の対価の一方的設定 ⑩やり直しの要請 ⑪その他



優越的地位の濫用規制の概要

31

優越的地位の濫用規制対象と下請法による規制対象の違い

（出典：「優越的地位の濫用～知っておきたい取引ルール」～１頁から４頁）

優越的地位の濫用規制対象 下請法による規制対象

対象となる取引 全ての分野 製造委託，修理委託，情報成果
物作成委託及び役務提供委託
に限る

資本金区分 無し 有り

優越的地位の濫用規制の詳細について，御関心をお持ちでしたら，パンフレット

「優越的地位の濫用～知っておきたい取引ルール～」を御確認ください。



物流特殊指定の概要

32（出典：「知って守って下請法」２３頁，「物流特殊指定知っておきたい『物流分野の取引ルール』」２頁）

物流特殊指定とは

（正式名称 「特定荷主が物品の運送又は保管を委託する場合の特定の不
公正な取引方法」）

荷主（いわゆる真荷主）と物流事業者との取引における優越的地位の濫

用を効果的に規制するために指定された，独占禁止法上の告示です。



物流特殊指定の概要（規制対象となる取引①）

33（出典：「物流特殊指定知っておきたい『物流分野の取引ルール』」３頁）

荷主（特定荷主） 物流事業者（特定物流事業者）

資本金３億円超 資本金３億円以下（個人事業者を含む。）
（資本金３億円超の事業者の子会社を除く。）

資本金１千万円超
３億円以下

資本金１千万円以下（個人事業者を含む。）

（資本金１千万円超の事業者の子会社を除
く。）

取引上の地位が優
越している荷主（※）

取引上の地位が劣っている物流事業者

荷主（A）
（特定荷主）

物流事業者（B）
（特定物流事業者）

物品の運送・保管の委託

荷主（A）が物流事業者（B）に対して，継続的に物品の運送
又は保管を委託している場合（左図），荷主及び物流事業者
の資本金や取引上の地位が下表のいずれかの関係になる
ときは，それぞれ特定荷主及び特定物流事業者として，物
流特殊指定の適用対象となります。

（※）取引上の地位の優劣の判断は，荷主と物流事業者の関係ごとに，取引依存度，
荷主の市場における地位等を総合的に考慮します。



元請物流事業者（B）
荷主（A）の子会社

物流特殊指定の概要（規制対象となる取引②）

34（出典：「物流特殊指定知っておきたい『物流分野の取引ルール』」４頁）

物品の運送・保管の委託

荷主（A）の子会社（B）が物品の運送又は保管を物流事業者（C）に対して再委託す

る場合，CがAから直接運送又は保管の委託を受けるものとすれば，AとCが前頁の

表のいずれかに該当する場合には，BとCとの取引に物流特殊指定が適用されます。

物品の運送・保管の再委託

荷主（A） 下請物流事業者（C）

次頁で事例を用いて紹介します。物流特殊指定の詳細について，御関心をお持ちで

したら，パンフレット「物流特殊指定知っておきたい『物流分野の取引ルール』」を御

確認ください。

特定荷主とみなす 特定物流事業者とみなす



荷主（A）が元請物流事業者（B）の議決権の過半数を保有（間接保有を含む）

元請物流事業者（B）
（荷主（A）の子会社）

物流特殊指定の概要（規制対象となる取引②´）

35（出典：「物流特殊指定知っておきたい『物流分野の取引ルール』」４頁）

物品の運送・保管の委託
物品の運送・保管の再委託

荷主（A） 下請物流事業者（C）

荷主（特定荷主） 下請物流事業者（特定物流事業者）

資本金３億円超 資本金３億円以下（個人事業者含む。）
（資本金３億円超の事業者の子会社を除く。）

資本金１千万円超
３億円以下

資本金１千万円以下（個人事業者含む。）

（資本金１千万円超の事業者の子会社を除
く。）

取引上の地位が優
越している荷主

取引上の地位が劣っている物流事業者

（例）資本金５億円 （例）資本金３千万円

荷主（A）と下請物流事業
者（C）の資本金区分によ

り物流特殊指定の対象
となります（ただし，下請
法が適用される取引を
除く。）。

（例）資本金２千万円

特定荷主とみなす 特定物流事業者とみなす



物流特殊指定の概要（特定荷主の禁止行為等）

36（出典：「物流特殊指定知っておきたい『物流分野の取引ルール』」５頁から１１頁）

特定荷主は，特定物流事業者に対する以下の行為が禁
止されています。

①代金の支払遅延 ②代金の減額 ③買いたたき

④物の購入強制・役務の利用強制 ⑤割引困難な手形の交付

⑥不当な経済上の利益の提供要請 ⑦不当な給付内容の変更及びやり直し

⑧要求拒否に対する報復措置 ⑨情報提供に対する報復措置

特定荷主 特定物流事業者

物品の運送・保管の委託



優越的地位の濫用規制及び物流特殊指定の概要（まとめ）

37

優越的地位の濫用規制及び物流特殊指定において禁止されている行

為は，下請法における親事業者の禁止行為と類似しています。
次頁以降，下請法における親事業者の義務及び禁止行為について詳し
く説明します。

優越的地位の濫用行為
（独占禁止法）

特定荷主の禁止行為
（物流特殊指定）

親事業者の禁止行為
（下請法）

① 購入・利用強制
② 協賛金等の負担の要請
③ 従業員等の派遣の要請

④ その他経済上の利益の提供
の要請

⑤ 受領拒否
⑥ 返品
⑦ 支払遅延
⑧ 減額
⑨ 取引の対価の一方的設定
⑩ やり直しの要請
⑪ その他

① 代金の支払遅延
② 代金の減額
③ 買いたたき

④ 物の購入強制・役務の利用
強制

⑤ 割引困難な手形の交付

⑥ 不当な経済上の利益の提供
要請

⑦ 不当な給付内容の変更及び
やり直し

⑧ 要求拒否に対する報復措置
⑨ 情報提供に対する報復措置

① 受領拒否
② 下請代金の支払遅延
③ 下請代金の減額
④ 返品
⑤ 買いたたき
⑥ 購入・利用強制
⑦ 報復措置

⑧ 有償支給原材料等の対価の早
期決済

⑨ 割引困難な手形の交付

⑩ 不当な経済上の利益の提供要
請

⑪ 不当な給付内容の変更・やり
直し



親事業者の義務とは

38

下請取引の公正化及び下請事業者の利益保護のため，親事業者には

以下の４つの義務が課せられています。



親事業者の義務（発注書面の必要記載事項①）

39

口頭発注による様々なトラブルを未然に防止するため，親事業者は発注に当たっ

て，発注内容を明確に記載した書面を直ちに交付する義務があります。

記載すべき事項は，以下のとおりです。

（出典：「知って守って下請法」８頁）

発注書面に記載すべき事項

① 親事業者及び下請事業者の名称

② 製造委託，修理委託，情報成果物作成委
託又は役務提供委託をした日

③ 下請事業者の給付の内容
④ 下請事業者の給付を受領する期日
⑤ 下請事業者の給付を受領する場所

⑥ 下請事業者の給付の内容について検査を
する場合は，検査を完了する期日

⑦ 下請代金の額
⑧ 下請代金の支払期日

⑨ 手形を交付する場合は，手形の金額及び
手形の満期

⑩ 一括決済方式で支払う場合は，金融機
関名，貸付け又は支払可能額，親事業者
が下請代金債権相当額又は下請代金債
務相当額を金融機関へ支払う期日

⑪ 電子記録債権で支払う場合は，電子記
録債権の額及び電子記録債権の満期日

⑫ 原材料等を有償支給する場合は，品名，
数量，対価，引渡しの期日，決済期日及
び決済方法



親事業者の義務（発注書面の必要記載事項②）

40

前頁の必要記載事項を１つの書式に含めた場合の発注書面サンプルは以下のと

おりです（①から⑧は，前頁記載の発注書面に記載すべき事項です）。

（出典：「知って守って下請法」８頁）

①

①

②

③

④
⑧
⑥

⑦

⑤



親事業者の義務（発注書面の共通記載事項）

41（出典：「知って守って下請法」９頁）



親事業者の義務（算定方法による下請代金の額の記載）

42（出典：「知って守って下請法」９頁）



親事業者の義務（例外的な書面の交付方法）

43（出典：「知って守って下請法」１０頁）

下請取引適正化推進講習会テキスト92
頁から111頁に書式例と必要記載事項に

ついての注意事項がありますので，併せ
て御確認ください。



親事業者の義務（書類の作成・保存義務①）

44（出典：「知って守って下請法」１１頁）

具体的な必要記載事項

① 下請事業者の名称

② 製造委託，修理委託，情報成果物作成委
託又は役務提供委託をした日

③ 下請事業者の給付の内容
④ 下請事業者の給付を受領する期日

⑤ 下請事業者から受領した給付の内容及び
給付を受領した日

⑥ 下請事業者の給付の内容について検査を
した場合は，検査を完了した日，検査の結果
及び検査に合格しなかった給付の取扱い

⑦ 下請事業者の給付の内容について，変更
又はやり直しをさせた場合は，内容及び理由

⑧ 下請代金の額
⑨ 下請代金の支払期日

⑩ 下請代金の額に変更があった場合は，
増減額及び理由

⑪ 支払った下請代金の額，支払った日及
び支払手段

⑫ 下請代金の支払につき手形を交付した
場合は，手形の金額，手形を交付した日
及び手形の満期

（次頁に続きます。）



親事業者の義務（書類の作成・保存義務①´）

45（出典：「知って守って下請法」１１頁）

具体的な必要記載事項（続き）

（前頁からの続きです。）

⑬ 一括決済方式で支払うこととした場合は，
金融機関から貸付け又は支払を受けること
ができることとした額及び期間の始期並びに
親事業者が下請代金債権相当額又は下請
代金債務相当額を金融機関へ支払った日

⑭ 電子記録債権で支払うこととした場合は，
電子記録債権の額，下請事業者が下請代金
の支払を受けることができることとした期間
の始期及び電子記録債権の満期日

⑮ 原材料等を有償支給した場合は，その
品名，数量，対価，引渡しの日，決済をし
た日及び決済方法

⑯ 下請代金の一部を支払い又は原材料等
の対価を控除した場合は，その後の下請
代金の残額

⑰ 遅延利息を支払った場合は，遅延利息
の額及び遅延利息を支払った日

このように，親事業者は取引に関する書類を作成し，２年間保存する義
務があります。



親事業者の義務（書類の作成・保存義務②）

46（出典：「知って守って下請法」１１頁）

作成すべき書類の記載事項は，発注書に記載する内容に加え，下請事業者から製品
を受領した日や実際に支払った下請代金の額，支払った日等，取引後でないと記録・作
成できない事項が含まれており，発注書等の書面を単に保存しておくだけでは足りませ
ん。

具体的な必要記載事項のうち，取引後に作成する必要がある事項（赤字部分）

⑤ 下請事業者から受領した給付の内容及び給付を受
領した日

⑥ 下請事業者の給付の内容について検査をした場合
は，検査を完了した日，検査の結果及び検査に合格し
なかった給付の取扱い

⑦ 下請事業者の給付の内容について，変更又はやり
直しをさせた場合は，内容及び理由

⑩ 下請代金の額に変更があった場合は，増減額及び
理由

⑪ 支払った下請代金の額，支払った日及び支払手段

⑫ 下請代金の支払につき手形を交付した場合は，手形
の金額，手形を交付した日及び手形の満期

⑬ 一括決済方式で支払うこととした場合は，金融機
関から貸付け又は支払を受けることができることと
した額及び期間の始期並びに親事業者が下請代
金債権相当額又は下請代金債務相当額を金融機
関へ支払った日

⑭ 電子記録債権で支払うこととした場合は，電子記
録債権の額，下請事業者が下請代金の支払を受
けることができることとした期間の始期及び電子記
録債権の満期日

⑮ 原材料等を有償支給した場合は，その品名，数
量，対価，引渡しの日，決済をした日及び決済方
法

⑯ 下請代金の一部を支払い又は原材料等の対価
を控除した場合は，その後の下請代金の残額

⑰ 遅延利息を支払った場合は，遅延利息の額及び
遅延利息を支払った日



親事業者の義務（支払期日を定める義務）

47（出典：「知って守って下請法」１２頁，「下請取引適正化推進講習会テキスト」４４頁）

・・・６０日目１日目・・・

受領日
適正な支払期日

受領日から起算して６０日以内

できる限り短い期間



親事業者の義務（遅延利息を支払う義務）

48（出典：「知って守って下請法」１２頁）

６０日目１日目

受領日

支払期日

※ 「遅延利息を支払えば下請代金の支払を遅らせてよい」というものではありま
せんので御注意ください。

６１日目

実際の支払日

この日までに支払わないと支払遅延

受領日から起算して６０日以内

遅延利息
１４．６％



親事業者の禁止行為とは

49

下請取引の公正化及び下請事業者の利益保護のため，親事業者による

以下の１１項目の行為は禁止されています。
たとえ下請事業者の了解を得ていても，また，親事業者に違法性の意識が
なくても，これらの規定に触れる行為は下請法違反となりますので十分注意

してください。

親事業者の禁止行為

【第４条第１項に該当する行為】

①受領拒否の禁止

②下請代金の支払遅延の禁止

③下請代金の減額の禁止

④返品の禁止

⑤買いたたきの禁止

⑥購入・利用強制の禁止

⑦報復措置の禁止

【第４条第２項に該当する行為】

⑧有償支給原材料等の対価の早期決済の禁

止

⑨割引困難な手形の交付の禁止

⑩不当な経済上の利益の提供要請の禁止

⑪不当な給付内容の変更・やり直しの禁止

（出典：「知って守って下請法」１頁，１３頁から２１頁）



親事業者の禁止行為（受領拒否①）

50（出典：「知って守って下請法」１３頁，「下請取引適正化推進講習会テキスト」４０頁）

「受領」とは，下請事業者が納入
したものを検査の有無に関わらず
受け取る行為であって，親事業者
が事実上支配下に置けば，受領し
たことになります。

下請事業者に責任があるとして，受領を拒むことができるのは，以下の場合のみです。

① 下請事業者の給付の内容が発注書面に明記された委託内容と異なる場合又は
下請事業者の給付に瑕疵等がある場合

② 下請事業者の給付が，発注書面に明記された納期までに行われなかったため，
給付そのものが不要になった場合



親事業者の禁止行為（受領拒否②）

51（出典：「知って守って下請法」１３頁）

上記の事例は，いずれも下請事業者に責任がないのに発注した物品等の受
領を拒否する行為として違反になります。

親事業者の一方的な都合により下請事業者からの給付の受領を拒否するこ
とは違反となります。



親事業者の禁止行為（下請代金の支払遅延①）

52（出典：「知って守って下請法」１４頁，「下請取引適正化推進講習会テキスト」４６頁）

支払期日の考え方については
「親事業者の義務（支払期日を
定める義務）」の項目を再度御
確認ください。

「毎月末日納品締切，翌月末日支払」といった締切制度を設ける場合の注意事項

① 締切日から支払までの期間が６０日以内ではなく，受領（納品）から支払までの期
間が６０日を超えないことが必要です。

② 検収締切制度は直ちに下請法違反とはなりませんが，検査に合格してから支払
までの期間が６０日以内ではなく，受領（納品）から支払までの期間が６０日を超えな
いことが必要です。

③ 支払日が金融機関の休業日と重なる場合，事前に下請事業者と合意及び書面化
しているのであれば，２日間までは順延が認められます。



親事業者の禁止行為（下請代金の支払遅延②）

53（出典：「知って守って下請法」１２頁，「下請取引適正化推進講習会テキスト」４４頁）

①支払期日が受領日から６０日以内に定められている場合

・・・６０日目１日目・・・

受領日
支払期日

この日までに支払わないと
支払遅延に該当する。

支払遅延

遅延利息

６１日目



親事業者の禁止行為（下請代金の支払遅延③）

54（出典：「知って守って下請法」１２頁，「下請取引適正化推進講習会テキスト」４４頁）

② 支払期日が定められていない場合は，その給付の受領日に下請
代金を支払わないとき

支払遅延

遅延利息

② 支払期日が定められていない場合は，その給付の受領日に下請
代金を支払わないとき

・・・６０日目１日目・・・

受領日

受領日に支払わないと
支払遅延に該当する。

支払期日が定められていない
＝ 支払期日

６１日目



遅延利息

親事業者の禁止行為（下請代金の支払遅延④）

55（出典：「知って守って下請法」１２頁，「下請取引適正化推進講習会テキスト」４４頁）

③ 支払期日が受領日から６０日を超えて定められている場合（※），
受領日から６０日目までに下請代金を支払わないとき

（※）支払期日を６０日を超えて定めること自体が支払期日を定める義務違反
となりますので御注意ください。

・・・６０日目１日目・・・

受領日
支払期日

この日までに支払わないと
支払遅延に該当する。

支払遅延

６１日目



親事業者の禁止行為（下請代金の支払遅延⑤）

56（出典：「下請取引適正化推進講習会テキスト」４５頁）

「毎月末日納品締切，翌月末日支払」といった締切制度の運用について

いわゆる「大の月（３１日）」及び「小の月（３０日）」を考慮し，「受領後６０日以内」という
規定を「受領後２か月以内」として運用しています。

上記の例について，「毎月末日納品締切，翌月末日支払」の支払制度を採用していた
場合，支払期日が受領日から６０日を超えて定められたとはしておらず，6/1（１日目）に
受領した物品等の下請代金を7/31（６１日目）に支払ったとしても問題とはしていません。

＜具体例＞

６１日目

30日
（１か月）

１日目

受領日
（6/1）

定められた支払期日

（7/31）
7/1

締切日
（6/30）

3１日
（１か月）

３０日+ ３１日 = ６１日（２か月）



親事業者の禁止行為（下請代金の支払遅延⑥）

57（出典：「知って守って下請法」１４頁）

上記の事例は，下請事業者から物品等を受領した日から６０日を超えて下請
代金を支払っており，支払遅延行為として違反になります。

また，「下請事業者からの請求書の提出が遅かったから」というのは，支払遅
延を正当化する理由にはなりません。



親事業者の禁止行為（下請代金の減額①）

58（出典：「知って守って下請法」１５頁，「下請取引適正化推進講習会テキスト」５３頁）

下請事業者に責任があるとして下請代金の減額ができるのは，以下の場合のみです。

① 下請事業者の責めに帰すべき理由（瑕疵，納期遅れ等）があるとして，受領拒否又は返品
することが下請法違反とならない場合に，受領拒否又は返品をして，その給付に係る下請代
金の額を減ずるとき

② 下請事業者の責めに帰すべき理由があるとして，受領拒否又は返品することが下請法違反
とならない場合であって，受領拒否又は返品をせずに，親事業者自ら手直しをした場合に，
手直しに要した費用など客観的に相当と認められる額を減ずるとき

③ 下請事業者の責めに帰すべき理由があるとして，受領拒否又は返品することが下請法違反
とならない場合であって，受領拒否又は返品をせずに，瑕疵等の存在又は納期遅れによる
商品価値の低下が明らかな場合に，客観的に相当と認められる額を減ずるとき

下請事業者との合意があった
としても，下請事業者に責任が
ないのに下請代金を減額するこ
とは違反となります。

下請法違反として勧告・公表さ
れる行為のうち最も多い行為で
す。



親事業者の禁止行為（下請代金の減額②）

59（出典：「知って守って下請法」１５頁）

上記の事例は，いずれも下請代金の減額行為として違反になります。



親事業者の禁止行為（返品①）

60（出典：「知って守って下請法」１６頁，「下請取引適正化推進講習会テキスト」６１頁）

下請事業者に責任があるとして，返品できるのは，以下の場合のみです。

① 下請事業者の給付の内容が発注書面に明記された委託内容と異なる場合

② 下請事業者の給付に瑕疵等がある場合

親事業者の取引先からのキャ
ンセルや商品の入替え等の名
目や数量の多寡を問わず，また，
下請事業者との合意があったと
しても，下請事業者に責任がな
いのに返品することは違反とな
ります。



親事業者の禁止行為（返品②）

61（出典：「知って守って下請法」１６頁）

上記の事例は，いずれも返品行為として違反になります。



親事業者の禁止行為（買いたたき①）

62（出典：「知って守って下請法」１７頁，「下請取引適正化推進講習会テキスト」６５頁）

買いたたきに該当するか否かは，以下の４つの要素を勘案して総合的に判断されます。

① 下請代金の額の決定に当たり，下請事業者と十分な協議が行われたかどうかなど
対価の決定方法

② 差別的であるかどうかなど対価の決定内容
③ 「通常支払われる対価」と当該給付に支払われる対価との乖離状況
④ 当該給付に必要な原材料等の価格動向

「通常支払われる対価」とは，
同種又は類似品等の市価のこと
をいいます。

下請代金は，下請事業者と事
前に十分協議を重ねた上で定め
る必要があります。



親事業者の禁止行為（買いたたき②）

63（出典：「知って守って下請法」１７頁）

上記の事例は，いずれも買いたたき行為として違反になります。



親事業者の禁止行為（購入・利用強制①）

64（出典：「知って守って下請法」１８頁，「下請取引適正化推進講習会テキスト」７２頁）

「強制して」の考え方

① 物の購入又は役務の利用を取引の条件とする場合，購入又は利用しないことに
対して不利益を与える場合のほか，下請取引関係を利用して，事実上，購入又
は利用を余儀なくさせている場合も含まれます。

② 下請取引においては，親事業者が任意に購入等を依頼したと思っても，下請事
業者にとってはその依頼を拒否できない場合もあり得るので，事実上，下請事業
者に購入等を余儀なくさせていると認められる場合は下請法違反となります。

「親事業者が指定する物，役
務」とは，親事業者自らが販売す
るものに限りません。

親事業者の子会社，関連会社，
取引先特約店等が販売する商品，
役務も含まれます。



親事業者の禁止行為（購入・利用強制②）

65（出典：「知って守って下請法」１８頁）

上記の事例は，いずれも購入・利用強制行為として違反になります。



親事業者の禁止行為（報復措置）

66（出典：「知って守って下請法」１８頁，「下請取引適正化推進講習会テキスト」７５頁）

この規定が設けられたねらい

下請事業者が親事業者の報復を恐れず公正取引委員会や中小企業庁に対し，親

事業者の下請法違反行為を申告できるようにするために設けられました。



親事業者の禁止行為（有償支給原材料等の対価の早期決済①）

67（出典：「知って守って下請法」１９頁，「下請取引適正化推進講習会テキスト」７６頁）

下請事業者に責任がないのに，
その原材料等が用いられた物品
の下請代金より早く，原材料等
の対価を支払わせ，下請事業者
の利益を不当に害すると違反と
なります。

「下請事業者に責任がある」とは，例えば以下の場合が考えられます。

① 下請事業者が支給された原材料等を毀損又は損失し，納入すべき物品の製造

が不可能になった場合

② 支給された原材料等によって不良品や注文外の物品を製造した場合

③ 支給された原材料等を他に転売した場合



親事業者の禁止行為（有償支給原材料等の対価の早期決済②）

68

【具体例】

下請事業者

・ 下請事業者に対し，月末までに製品を１００個納品するよう
発注

・ 製造に必要な部品を３か月分（３００個）をまとめて支給

１か月分の製品を納品
（製造に必要な部品の使用数は１００個）

このような場合，親事業者が下請事業者に対して製品１００個分の下請
代金を支払うタイミングより早く部品の代金を支払わせてしまうと，有償支
給材原材料等の対価の早期決済に該当します。１００個分の下請代金に
対して決済できるのは，１００個分の部品の対価までです。

① 親事業者は下請事業者に対し製品１００個分の下請代金を支払う必
要がある。

② 下請事業者は親事業者に対し部品の代金を支払う必要がある。

親事業者



親事業者の禁止行為（有償支給原材料等の対価の早期決済③）

69（出典：「知って守って下請法」１９頁）

上記の事例は，いずれも有償支給原材料等の対価の早期決済行為として違反
になります。



親事業者の禁止行為（割引困難な手形の交付①）

70（出典：「知って守って下請法」１９頁）

公正取引委員会は、近年の業界の商慣習や金融情勢等を改めて総合的に勘案

し、「手形が下請代金の支払手段として用いられる場合の指導基準の変更につい

て」（令和６年４月３０日）を公表し、「繊維業は９０日、その他の業種は１２０日」とい

う従前の手形サイトの指導基準について、業種を問わず６０日に変更した。

手形サイトに係る指導基準変更について

令和６年１１月１日以降，支払手
形の手形期間が業種を問わず６０
日（２か月）を超える長期手形は割
引困難手形の交付の禁止に違反す
るおそれがあるものとして取り扱い，
すべて同期間内に改善するよう指
導対象となります。



親事業者の禁止行為（割引困難な手形の交付②）

71

上記の事例は，いずれも割引困難な手形の交付行為として違反になります。



親事業者の禁止行為（不当な経済上の利益の提供要請①）

72（出典：「知って守って下請法」２０頁，「下請取引適正化推進講習会テキスト」７９頁）

① 購買・外注担当者等下請取引に影響を及ぼすこととなる者が下請事業者に金銭・労働力の提供を要請

すること。

② 下請事業者ごとに目標額又は目標量を定めて金銭・労働力の提供を要請すること。

③ 下請事業者に対して，要請に応じなければ不利益な取扱いをする旨示唆して金銭・労働力の提供を要

請すること。

④ 下請事業者が提供する意思がないと表明したにもかかわらず，又はその表明がなくとも明らかに提供

する意思がないと認められるにもかかわらず，重ねて金銭・労働力の提供を要請すること。

以下のような方法で自己のために経済上の利益の提供を要請することは，不当な経済上の利益の提供
要請に該当するおそれがあります。

「金銭や役務，その他経済上の
利益」とは，協賛金，従業員の派遣
等の名目の如何を問わず，下請代
金の支払とは独立して行われる金
銭の提供，作業への労務の提供等
を含みます。



親事業者の禁止行為（不当な経済上の利益の提供要請②）

73（出典：「知って守って下請法」２０頁）

上記の事例は，いずれも不当な経済上の利益の提供要請行為として違反に
なります。



親事業者の禁止行為（不当な給付内容の変更・やり直し①）

74（出典：「知って守って下請法」２１頁，「下請取引適正化推進講習会テキスト」８３頁）

「給付内容の変更」とは，給付の
受領前に発注書面に記載されてい
る給付内容を変更し，当初の委託
内容とは異なる作業を行わせるこ
とをいいます。

「やり直し」とは，給付の受領後に，
追加的な作業を行わせることをい
います。

下請法では，給付内容の変更又はやり直し自体を禁止しているものではなく，「下
請事業者の責めに帰すべき理由がないのに」給付内容の変更又はやり直しをさせ
ることにより，下請事業者の利益を不当に害することを禁止しています。

給付内容の変更又はやり直しのために必要な費用を親事業者が負担するなどに
より，下請事業者の利益を不当に害しないと認められる場合には，不当な給付内
容の変更及び不当なやり直しの問題とはなりません。



親事業者の禁止行為（不当な給付内容の変更・やり直し②）

75（出典：「知って守って下請法」２１頁）

上記の事例は，いずれも不当な給付内容の変更・やり直し行為として違反に
なります。



76

親事業者の義務（４項目）及び禁止行為（１１項目）は、
取引の流れに沿って規制が置かれています！

※ 「書類の作成・保存義務」など複数の局面に関係するものは、最も早い時期又は関連性の高い局面で取り上げています。



勧告，罰則等について①

77（出典：「知って守って下請法」２２頁）

公正取引委員会及び中小企業庁は，以下の調査権限が与えられています。
① 親事業者と下請事業者に対して下請取引に関する報告をさせること
② 職員が事業者の事務所に立ち入って帳簿書類等を検査すること

下請法第７条に基づく勧告は，公正取引委員会のみが行えるため，中小企業庁
において勧告相当の事案がある場合は，公正取引委員会に対し措置請求をする
こととなっています。



勧告，罰則等について②

78（出典：「知って守って下請法」２２頁）



79（出典：「知って守って下請法」２２頁）

勧告，罰則等について③



理解度テストについて

次頁からは，これまでの内容に関する理解度テストとなります。

設問は，全部で６問あります。

それぞれの設問の次の頁に，回答及び解説があります。

80



81

次の取引のうち，下請法の適用を受けるもの全てに〇を付してく
ださい。

理解度テスト①（問題）

ア
広告会社であるＡ社（資本金６０００万円）は，クライアントから受注したテレ

ビのＣＭの制作をＢ社（資本金４０００万円）に委託した。

イ

精密機械の販売業者であるＣ社（資本金１０００万円）は，他の事業者に販

売する精密機械について，仕様を指定した上でＤ社（資本金６００万円）に委

託した。

ウ
自動車メーカーであるＥ社（資本金１００億円）は，Ｆ社から製造を請け負っ

た自動車部品の製造をＧ社（資本金４億円）に委託した。

エ
ビルメンテナンス業であるＨ社（資本金２億円）は，Ｉ社から請け負ったビル

の清掃をＪ社（資本金５０００万円）に委託した。



82

理解度テスト①（回答と解説）
回答 解説

ア
○

（適用を受ける）

クライアントが受注したＣＭの制作を他に委託することは情報成果物作

成委託の類型２に該当します。Ａ社とＢ社の資本金の額は，情報成果物

作成委託の資本金区分（資本金５０００万円超の事業者が資本金５０００

万円以下の事業者に委託）に該当するため，下請取引に該当します。

イ
×

（適用を受けない）

製造委託を行っていますが，Ｃ社の資本金の額は，製造委託の資本

金区分で親事業者として定義する資本金（１０００万円超）に該当しない

ため，下請取引に該当しません。

ウ
×

（適用を受けない）

製造委託を行っていますが，Ｇ社の資本金の額は，製造委託の資本

金区分で下請事業者として定義する資本金（３億円以下）に該当しない

ため，下請取引に該当しません。

エ
○

（適用を受ける）

ビルの清掃を再委託しているため役務提供委託に該当します。Ｈ社と

Ｊ社の資本金の額は，役務提供委託の資本金区分に該当するため，下

請取引に該当します。



83

発注書面の交付義務について，次のうち適切であるものに〇を付してください。

理解度テスト②（問題）

ア
発注書面の必要記載事項である下請代金の額は，下請事業者に対し明確

に示す必要があるため，算定方法による記載は認められない。

イ

取引条件に関する基本的事項（例：支払方法，検査期間等）が共通してい

る場合，あらかじめ別の書面により通知することで個別の発注書面への記

載を省略することができる。

ウ

顧客の都合により速やかに下請事業者に発注する必要があるため，下請

事業者に対し電話で注文をして下請事業者の了解を得た後，数日後に契約

を締結し，発注書面を交付した。



84

理解度テスト②（回答と解説）
回答 解説

ア
×

（適切では

ない）

具体的な金額を記載することが困難なやむを得ない事情がある場合は，①

下請代金の具体的な金額を自動的に確定するもの，②発注書面とは別に算

定方法を定めた書面を交付する場合はこれらの書面との関連付けを行う，と

いう要件を備えているものであれば，算定方法による記載が認められていま

す。また，下請代金の具体的な金額を確定した後は，速やかに下請事業者へ

確定した金額を通知する必要があります。

イ
○

（適切）

取引条件について基本的事項（例：支払方法，検査期間等）が一定している

場合には，これらの共通記載事項に関してはあらかじめ別の書面により通知

することで個々の発注に際して交付する書面への記載が不要となります。この

場合には，発注書面に「下請代金の支払方法等については現行の『支払方法

等について』によるものである」ことなどを付記して発注書面との関連付けをす

る必要があります。

ウ
×

（適切では

ない）

緊急やむを得ない事情により電話で注文内容を伝える場合であっても，電話

連絡後直ちに必要記載事項を記載した発注書面を交付しなければなりません。

発注から契約締結までに日数を要するのであれば，発注後，直ちに交付した

とはいえません。



85

次のうち支払遅延として問題となるもの全てに○を付してください。

理解度テスト③（問題）

ア
あらかじめ定められた支払期日を超えて下請代金を支払ったが，納品日か

ら６０日以内には支払った。

イ
「毎月末日納品締切，翌月末日支払」の支払制度を採用しているため，７

月１日に納品があったものについて，６２日目の８月３１日に支払った。

ウ
下請事業者からの請求書の提出が遅れたため，あらかじめ定められた支

払期日を超えて下請代金を支払った。
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理解度テスト③（回答と解説）

回答 解説

ア
○

（問題と

なる）

発注した物品等の受領日から，６０日以内で定められている支払期日に支

払わないことが支払遅延になるため，受領日から６０日以内に支払っていた

としても，あらかじめ定められている支払期日までに下請代金を支払ってい

ない場合は支払遅延として問題となります。

イ

×

（問題と

ならな

い）

月単位の締切制度を採っている場合は，「受領後６０日以内」という規定を

「受領後２か月以内」として運用しています。６２日目であっても２か月以内と

運用しており，支払遅延として問題とはしていません。

ウ
○

（問題と

なる）

下請事業者からの請求書の提出の有無にかかわらず，受領後６０日以内

に定めた支払期日までに下請代金を支払う必要があります。



87

次のうち下請代金の減額として問題となるもの全てに○を付してください。

理解度テスト④（問題）

ア

親事業者が値引きセールを実施する際に，「歩引き」として下請事業者とあ

らかじめ減額する一定率について書面で合意の上，セール実施月分のみ減

額した。

イ
下請事業者と単価引下げについて合意し，単価引下げの合意日前に発注

したものについても新単価を遡及適用した。

ウ

オンラインゲームの開発に当たり，キャラクターデザイン等の制作を委託し

ているところ，業績の悪化により予算が減少したことを理由に下請代金の額

を減じた。
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理解度テスト④（回答と解説）
回答 解説

ア
○

（問題と

なる）

下請事業者との合意があったとしても，下請事業者の責めに帰す

べき理由がないにもかかわらず下請代金を減額することは禁止され

ています。

イ
○

（問題と

なる）

下請事業者と単価引下げについて合意した日より前に発注（引下

げ前の単価で発注）したものについても新単価を遡及適用して下請

代金の額から旧単価と新単価の差額を差し引くことは，下請代金の

減額として禁止されています。

ウ

○

（問題と

なる）

親事業者の予算が減少したとしても，下請事業者の責めに帰すべ

き理由がないにもかかわらず下請代金を減額することは禁止されて

います。
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次のうち不当な経済上の利益提供要請として問題となるもの全てに○を付し
てください。

理解度テスト⑤（問題）

ア
年度末の決算対策として，下請事業者に対し協賛金の提供を要請し，指定

口座に振り込ませることにより，下請事業者の利益を不当に害していた。

イ

下請事業者に対し金型を貸与した上で部品製造を委託しているところ，当

該部品の発注が終了し，長期間発注を行わないにもかかわらず，無償で保

管させていた。

ウ

下請事業者に対し，親事業者の店舗の営業の手伝いのために従業員を派

遣させていた。従業員の日当，交通費等の手伝いに係る実費については，

親事業者が負担し，下請事業者に支払った。
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理解度テスト⑤（回答と解説）

回答 解説

ア
○

（問題と

なる）

親事業者自身の都合により金銭，役務その他の経済上の利益を

提供させることにより，下請事業者の利益を不当に害していると認

められた場合は問題となります。

イ
○

（問題と

なる）

長期間発注を行わないにもかかわらず，無償で金型等を保管させ

る行為は問題となります。

ウ

×

（問題と

ならな

い）

親事業者が自己のために役務を提供させていることになりますが，

実費を負担することにより下請事業者の利益を不当に害していない

場合は問題とはなりません。
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次のうち下請法を遵守するための行動として正しいもの全てに○を付してく
ださい。

理解度テスト⑥（問題）

ア

公正取引委員会又は中小企業庁から書面調査が届いた場合，社内調査

をして，正確に回答するように努めている。また，改めて違反行為のチェック

を行うよう呼び掛けている。

イ 毎年，社内で下請法を理解するための研修を行っている。
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理解度テスト⑥（回答と解説）

回答 解説

ア 〇

公正取引委員会及び中小企業庁では，毎年，親事業者，下請事

業者に対する書面調査を実施しており，下請取引が公正に行われ

ているかを把握しています。

調査票が届きましたら，是非とも御協力をお願いいたします。

イ 〇

下請法を理解していただくことが，下請法に違反しないための最善

の方法です。

公正取引委員会では，この資料以外にも，下請法講習用動画「や

さしく解説・よくわかる下請法講座～下請取引で困らないために～」

をＹｏｕＴｕｂｅの公正取引委員会チャンネルに掲載しています。この

動画は，事業者が行う下請法の社内研修には最適な内容となって

いますので，是非御活用下さい。

ガイドブック知って守って下請法，下請取引適正化推進講習会テ

キストは，公正取引委員会ウェブサイトからダウンロードできます。こ

ちらも御活用下さい。
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相談窓口の御案内について

ご相談やご質問は，次頁以降に記載の
全国の相談窓口にお問い合わせください。

最後に，全国の相談窓口を御案内いたします。
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https://www.jftc.go.jp/soudan/jyohoteikyo/kaitataki.html

95
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この資料は以上で終了となります。

最後までお読みいただきありがとうございました。


